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独立行政法人福祉医療機構における社会福祉施設等に対する融資について 

（平成２３年度第三次補正予算における措置） 

 

 

今回の東日本大震災においては、被害が甚大で、被災地域が広範にわたるなど極

めて大規模なものであり、被災地域の復旧・復興へ取り組むことは喫緊の課題であ

ります。 

そのため、独立行政法人福祉医療機構の融資については、平成２３年度第一次補

正予算及び第二次補正予算において、被災した社会福祉施設等の災害復旧融資等を

実施しているところですが、本日成立した「平成２３年度第三次補正予算」におい

ても、被災地復興に向けた社会福祉施設等の整備を支援するための措置等を別紙の

とおり盛り込んだところです。 

つきましては、関係機関及び社会福祉法人等に対する周知について、特段の御配

慮をお願いするとともに、各都道府県におかれましては、貴管内市町村への周知に

ついてよろしくお願いいたします。 

また、専用の相談窓口も設けておりますので、積極的にご活用下さい。 

 なお、「災害拠点病院等の耐震化整備事業に対する融資」、「災害拠点病院等の機

能強化に対する融資」についても実施する予定であり、別途衛生主管部あて事務連

絡を発出させていただく予定となっております。 

 

（参考） 

独立行政法人福祉医療機構ホームページ：http://hp.wam.go.jp/ 

福祉貸付についての融資相談窓口：０１２０－３４３８－６２（平日９～１９時）  

 



（別紙） 

東日本大震災における復興・復旧融資の優遇措置について 

 

 東日本大震災からの復興の基本方針（平成２３年７月２９日・東日本大震災復興

対策本部決定）に基づき、 

 ①官民一体となって震災復興に取り組むため、民間の資金、経営能力等の活用や

ＮＰＯ等の多様な主体が主導する被災地域の復興 

 ②新しい形の地域の支え合いを基盤に、いつまでも安心してコミュニティで暮ら

していけるよう、保健・医療、介護・福祉、住まい等のサービスを一体的、継

続的に提供する「地域包括ケア」の体制整備 

 を支援するため、福祉医療機構の融資において以下の取組を実施。 

 

 

１．東日本大震災の被災地復興に係る融資について優遇 

  被災地復興のため、市町村等が策定する復興計画を踏まえ被災していない法人

等が新規に実施する小規模の整備事業等（県または市区町村が発行した意見書に

より「被災地の復興に資する整備」であることが明記されるもの）に対して貸付

利率等を優遇 

 

ア．対象となる事業 

  小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護等の地域密着型サービ

ス事業や居宅介護、共同生活援助等の障害福祉サービス事業 

 

イ．融資条件等（設置・整備資金） 

貸付金の種類 復興のための資金 通常 

融資率 １００％ ５０～８０％ 

償還期間 

（据置期間） 

１５～３０年以内 

（２～３年以内） 

貸付利率 

・当初５年間無利子 

・６、７年目は１．２０％～１．７０％ 

・８年目以降は通常金利 

１.３０％～１.８０％ 

担 保 額 で の 制 限 １００％ ７０％ 

無担保貸付 １，０００万円まで ５００万円まで 

保証人 １名以上 

  ※１ 貸付利率は平成２３年１１月２１日現在（固定金利の場合） 

    ※２ 金利は金利情勢に合わせて見直しがあります。 

 

２．東日本大震災の災害復旧資金についてさらに優遇 

  被災した法人が、土地が確保困難なため、借地上に仮設建物を建築し、または、

施設を賃借し社会福祉事業を行う場合について、無担保枠の上限を現行の１千万

円から３千万円に拡充 


